
大気汚染状況の常時監視に関する関係法令 
 

 

１．環境基本法（平成５年法律第９１号）（抜粋） 
第二章 環境の保全に関する基本的施策 

 第三節 環境基準 
第十六条 政府は、大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染及び騒音に係る環境上の条件について、それ

ぞれ、人の健康を保護し、及び生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準を定めるもの

とする。  

 【関係告示】 

●大気の汚染に係る環境基準について（昭和４８年環境庁告示第２５号） 

●二酸化窒素に係る環境基準について（昭和５３年環境庁告示第３８号） 

●ベンゼン等による大気の汚染に係る環境基準について（平成９年環境庁告示第４号） 

●微小粒子状物質による大気の汚染に係る環境基準について（平成２１年環境省告示第３３号） 

 

 

２．大気汚染防止法（昭和４３年法律第９７号）（抜粋） 

（目的） 

第一条 この法律は、工場及び事業場における事業活動並びに建築物等の解体等に伴うばい煙、揮発性

有機化合物及び粉じんの排出等を規制し、有害大気汚染物質対策の実施を推進し、並びに自動車排出

ガスに係る許容限度を定めること等により、大気の汚染に関し、国民の健康を保護するとともに生活

環境を保全し、並びに大気の汚染に関して人の健康に係る被害が生じた場合における事業者の損害賠

償の責任について定めることにより、被害者の保護を図ることを目的とする。  

（定義等） 

第二条 この法律において「ばい煙」とは、次の各号に掲げる物質をいう。  

一 燃料その他の物の燃焼に伴い発生するいおう酸化物  

二 燃料その他の物の燃焼又は熱源としての電気の使用に伴い発生するばいじん  

三 物の燃焼、合成、分解その他の処理（機械的処理を除く。）に伴い発生する物質のうち、カドミ

ウム、塩素、弗化水素、鉛その他の人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれがある物質（第

一号に掲げるものを除く。）で政令で定めるもの 

大気汚染防止法施行令（昭和４３年政令第３２９号） 

 （有害物質）  

第一条 大気汚染防止法（以下「法」という。）第二条第一項第三号の政令で定める物質は、次

に掲げる物質とする。  

一 カドミウム及びその化合物  

二 塩素及び塩化水素  

三 弗素、弗化水素及び弗化珪素  

四 鉛及びその化合物  

五 窒素酸化物  

４ この法律において「揮発性有機化合物」とは、大気中に排出され、又は飛散した時に気体である有

機化合物（浮遊粒子状物質及びオキシダントの生成の原因とならない物質として政令で定める物質を

除く。）をいう。 

８ この法律において「粉じん」とは、物の破砕、選別その他の機械的処理又はたい積に伴い発生し、

又は飛散する物質をいう。 

９ この法律において「特定粉じん」とは、粉じんのうち、石綿その他の人の健康に係る被害を生ずる

おそれがある物質で政令で定めるものをいい、「一般粉じん」とは、特定粉じん以外の粉じんをいう。 

大気汚染防止法施行令 

（特定粉じん） 

第二条の四 法第二条第九項の政令で定める物質は、石綿とする。 

１３ この法律において「有害大気汚染物質」とは、継続的に摂取される場合には人の健康を損なうお

それがある物質で大気の汚染の原因となるもの（ばい煙（第一項第一号及び第三号に掲げるものに限

る。）及び特定粉じんを除く。）をいう。 

参考資料３－１ 



１４ この法律において「自動車排出ガス」とは、自動車（道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５

号）第二条第二項に規定する自動車のうち環境省令で定めるもの及び同条第三項に規定する原動機付

自転車のうち環境省令で定めるものをいう。以下同じ。）の運行に伴い発生する一酸化炭素、炭化水

素、鉛その他の人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれがある物質で政令で定めるものをい

う。 

 大気汚染防止法施行令 

（自動車排出ガス） 

第四条 法第二条第十四項の政令で定める物質は、次に掲げる物質とする。 

一 一酸化炭素 

二 炭化水素 

三 鉛化合物 

四 窒素酸化物 

五 粒子状物質 

（地方公共団体の施策） 

第十八条の二十三 地方公共団体は、その区域に係る有害大気汚染物質による大気の汚染の状況を把握

するための調査の実施に努めなければならない。 

（自動車排出ガスの濃度の測定） 

第二十条 都道府県知事は、交差点等があるため自動車の交通が渋滞することにより自動車排出ガスに

よる大気の著しい汚染が生じ、又は生ずるおそれがある道路の部分及びその周辺の区域について、大

気中の自動車排出ガスの濃度の測定を行なうものとする。 

（測定に基づく要請等）  

第二十一条 都道府県知事は、前条の測定を行なつた場合において、自動車排出ガスにより道路の部分

及びその周辺の区域に係る大気の汚染が環境省令で定める限度をこえていると認められるときは、都

道府県公安委員会に対し、道路交通法（昭和三十五年法律第百五号）の規定による措置をとるべきこ

とを要請するものとする。  

（常時監視） 

第二十二条 都道府県知事は、大気の汚染の状況を常時監視しなければならない。 

（緊急時の措置） 

第二十三条 都道府県知事は、大気の汚染が著しくなり、人の健康又は生活環境に係る被害が生ずるお

それがある場合として政令で定める場合に該当する事態が発生したときは、その事態を一般に周知さ

せるとともに、ばい煙を排出する者、揮発性有機化合物を排出し、若しくは飛散させる者又は自動車

の使用者若しくは運転者であつて、当該大気の汚染をさらに著しくするおそれがあると認められるも

のに対し、ばい煙の排出量若しくは揮発性有機化合物の排出量若しくは飛散の量の減少又は自動車の

運行の自主的制限について協力を求めなければならない。  

２ 都道府県知事は、気象状況の影響により大気の汚染が急激に著しくなり、人の健康又は生活環境に

重大な被害が生ずる場合として政令で定める場合に該当する事態が発生したときは、当該事態がばい

煙又は揮発性有機化合物に起因する場合にあつては、環境省令で定めるところにより、ばい煙排出者

又は揮発性有機化合物排出者に対し、ばい煙量若しくはばい煙濃度又は揮発性有機化合物濃度の減少、

ばい煙発生施設又は揮発性有機化合物排出施設の使用の制限その他必要な措置をとるべきことを命

じ、当該事態が自動車排出ガスに起因する場合にあつては、都道府県公安委員会に対し、道路交通法

の規定による措置をとるべきことを要請するものとする。 

（公表） 

第二十四条 都道府県知事は、当該都道府県の区域に係る大気の汚染の状況を公表しなければならない。  

（政令で定める市の長による事務の処理） 

第三十一条 この法律の規定により都道府県知事の権限に属する事務の一部は、政令で定めるところに

より、政令で定める市（特別区を含む。以下同じ。）の長が行うこととすることができる。  

（事務の区分） 

第三十一条の二 この法律の規定により都道府県が処理することとされている事務のうち、第五条の二

第一項の規定により処理することとされているもの（指定ばい煙総量削減計画の作成に係るものを除

く。）並びに同条第二項及び第三項、第十五条第三項、第十五条の二第三項及び第四項並びに第二十

二条の規定により処理することとされているものは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第二条

第九項第一号に規定する第一号法定受託事務とする。 

 



３．ダイオキシン類対策特別措置法（平成１１年法律第１０５号）（抜粋） 
（目的） 

第一条 この法律は、ダイオキシン類が人の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがある物質であ

ることにかんがみ、ダイオキシン類による環境の汚染の防止及びその除去等をするため、ダイオキシ

ン類に関する施策の基本とすべき基準を定めるとともに、必要な規制、汚染土壌に係る措置等を定め

ることにより、国民の健康の保護を図ることを目的とする。 

（環境基準） 

第七条 政府は、ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土

壌の汚染に係る環境上の条件について、それぞれ、人の健康を保護する上で維持されることが望まし

い基準を定めるものとする。 

【関係告示】 

●ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染に

係る環境基準（平成１１年環境庁告示第６８号） 

（常時監視）  

第二十六条 都道府県知事は、当該都道府県の区域に係る大気、水質（水底の底質を含む。以下同じ。）

及び土壌のダイオキシン類による汚染の状況を常時監視しなければならない。 

（都道府県知事等による調査測定）  

第二十七条 都道府県知事は、国の地方行政機関の長及び地方公共団体の長と協議して、当該都道府県

の区域に係る大気、水質及び土壌のダイオキシン類による汚染の状況についての調査測定をするもの

とする。  

２ 国及び地方公共団体は、前項の協議の結果に基づき調査測定を行い、その結果を都道府県知事に送

付するものとする。  

３ 都道府県知事は、第一項の調査測定の結果及び前項の規定により送付を受けた調査測定の結果を公

表するものとする。  

（政令で定める市の長による事務の処理）  

第四十一条 この法律の規定により都道府県知事の権限に属する事務の一部は、政令で定めるところに

より、政令で定める市（特別区を含む。次項において同じ。）の長が行うこととすることができる。 

（事務の区分） 

第四十二条 この法律の規定により都道府県が処理することとされている事務のうち、第十条第一項の

規定により処理することとされているもの（総量削減計画の作成に係るものを除く。）並びに同条第

二項及び第三項並びに第二十六条の規定により処理することとされているものは、地方自治法（昭和

二十二年法律第六十七号）第二条第九項第一号に規定する第一号法定受託事務とする。 

 

４．地方自治法（昭和２２年法律第６７号）（抜粋） 
第二条 

９ この法律において「法定受託事務」とは、次に掲げる事務をいう。 

一 法律又はこれに基づく政令により都道府県、市町村又は特別区が処理することとされる事務のう

ち、国が本来果たすべき役割に係るものであつて、国においてその適正な処理を特に確保する必要

があるものとして法律又はこれに基づく政令に特に定めるもの（以下「第一号法定受託事務」とい

う。） 

（処理基準） 

第二百四十五条の九 各大臣は、その所管する法律又はこれに基づく政令に係る都道府県の法定受託事

務の処理について、都道府県が当該法定受託事務を処理するに当たりよるべき基準を定めることがで

きる。 

３ 各大臣は、特に必要があると認めるときは、その所管する法律又はこれに基づく政令に係る市町村

の第一号法定受託事務の処理について、市町村が当該第一号法定受託事務を処理するに当たりよるべ

き基準を定めることができる。 

  【常時監視に係る処理基準】 

●大気汚染防止法第２２条の規定に基づく大気の汚染の状況の常時監視に関する事務の処理基準

（平成１３年環境省制定） 

●ダイオキシン類対策特別措置法第２６条の規定に基づく大気のダイオキシン類による汚染の状

況の常時監視に関する事務の処理基準（平成１３年環境省制定） 


